岐阜市福障号外
令和7年4月30日
指定障害福祉サービス事業所 運営法人代表者　様
岐阜市障がい福祉課長　　　
「障害者就労施設における生産活動の効率化に資するICT機器等の導入事業」の
国庫補助協議に関する関係書類の提出について（依頼）
平素より、岐阜市の障がい者福祉にご尽力賜り厚く御礼申し上げます。

標記の件につきまして、厚生労働省より、国庫補助協議に関する事務連絡がありました。
つきましては、同事業を希望される場合は、下記のとおり関係書類の提出をお願いします。（本通知の他、「障害者就労施設における生産活動の効率化に資するICT機器等の導入事業実施要綱」をご確認願います。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　対象者
・就労継続支援Ａ型事業所（賃金向上計画を都道府県に提出している事業所又は都道府県が認めた事業所。なお、経営改善計画書の提出義務のある事業所は、やむを得ない事情により経営改善計画書の提出義務が生じたものの経営改善計画書等の内容に照らし本事業の補助を受けることが適切であると都道府県が認めた事業所に限る。）
・就労継続支援Ｂ型事業所（各都道府県において作成される「工賃向上計画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を作成している事業所又は都道府県が認めた事業所）
・生活介護事業所（生産活動を行っている場合）及び地域活動支援センターのうち、「工賃向上計画」を作成し、積極的な取組を行っており、工賃の向上に意欲的に取り組む事業所について都道府県が認めた事業所

・共同受注窓口　「共同受注窓口」とは、受注内容を対応可能な複数の障害者就労施設等にあっせん・仲介する等の業務を行う者をいう。
２　提出書類
1 別紙3及び別紙4（Excel形式）
2 参考書類（パンフレット等及び見積書）
（→見積は複数の業者（最低２者）から徴してください。）
3 賃金向上計画（就労継続支援A型事業所に限る）
※経営改善計画書（該当事業所のみ提出。当補助金について、補助を受けたいという事業者様は、当通知に記載されている提出期限までにご提出ください。）
4 岐阜県に提出した工賃向上計画（就労継続支援A型事業所と生活介護、地域活動支援センターに限る）
３　提出方法　　
電子メールにて担当まで提出してください。
なお、題名は「【指導係】障害者就労施設における生産活動の効率化に資するICT機器等の導入事業」と記載ください。
４　提出期限　
提出書類①②③④については、令和7年5月14日（水）17：00【必着】
経営改善計画書については、令和7年5月21日（水）17：00【必着】
５　対象経費、補助額について
対象経費　　　別表の通り
補助額　　　　1施設又は事業所あたり　最大2,000千円 
６　補助に関する要件（抜粋）
1 本事業の導入目的、導入製品の内容や活用方法等について、ホームページ等により公表すること。
2 市内の事業所に対して、取組事例の情報提供や導入した機器等の試用等の体験会の開催・実施に協力すること。
3 事業者は、岐阜市が当補助金の各取組事例について公表するために、情報提供をすること。
　→その他にも要件等がありますので、国からの要綱等をよくご確認ください。
７　その他　
国及び市の予算の都合等により、報告いただいた調査結果について、補助ができるという確約にはなりませんので、あらかじめご了承ください。

担当　岐阜市障がい福祉課
指導係　山口　藤井
TEL ：058-214-2136（指導係直通）
Email：fj-shougai-shidou@city.gifu.gifu.jp
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